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1.  22年8月期の連結業績（平成21年9月1日～平成22年8月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年8月期 34,735 △53.2 2,771 4.0 1,308 ― △7,376 ―

21年8月期 74,256 △39.9 2,664 24.3 △5,112 ― △14,383 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年8月期 △2,049.36 ― △92.3 2.7 8.0
21年8月期 △5,078.80 ― △70.3 △5.7 3.6

（参考） 持分法投資損益 22年8月期  △407百万円 21年8月期  △267百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年8月期 40,342 6,044 12.9 1,362.05
21年8月期 56,682 17,243 19.0 3,081.55

（参考） 自己資本   22年8月期  5,217百万円 21年8月期  10,769百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年8月期 △266 △2,412 161 3,301
21年8月期 △898 △380 △4,526 5,894

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年8月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

22年8月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

23年8月期 
（予想）

― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  23年8月期の連結業績予想（平成22年9月1日～平成23年8月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

12,200 △42.2 980 △43.9 280 △74.9 170 △74.6 44.38

通期 30,700 △11.6 3,030 9.3 1,520 16.2 1,300 ― 339.39
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(注）詳細は「企業集団の状況」をご覧ください。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注）詳細は「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、「1株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年8月期 3,830,364株 21年8月期 3,502,731株

② 期末自己株式数 22年8月期  0株 21年8月期  8,034株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年8月期の個別業績（平成21年9月1日～平成22年8月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年8月期 823 248.7 △470 ― △759 ― △8,747 ―

21年8月期 236 462.7 △1,083 ― △8,701 ― △24,585 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年8月期 △2,430.18 ―

21年8月期 △8,681.27 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年8月期 33,502 7,534 22.4 1,966.96
21年8月期 35,569 15,015 42.2 4,296.58

（参考） 自己資本 22年8月期  7,534百万円 21年8月期  15,015百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前
提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用
にあたっての注意事項につきましては、添付資料をご覧ください。 
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（1）経営成績に関する分析

① 当連結会計年度の経営成績

当連結会計年度の我が国の経済状況は、景気は回復の兆しがあるものの、自律性はなお弱く、ユーロ危機以降の急

激な円高の進行で輸出型産業を中心に企業の業績の悪化が懸念される状況にあります。

このような我が国の経済状況の中で、当社グループの事業領域の中心であるモバイル関連産業は、iPhone端末や

Android（アンドロイド）端末の登場に代表される携帯端末の多様化や携帯端末機能の高度化、通信速度の高速化、

通信容量の大規模化等により、その市場規模を順調に拡大しております。提供可能なサービスの領域もコンテンツ配

信のみにとどまらず、ソリューション、広告、プロモーション、コミュニティサービス、ゲーム配信等への多様化を

加速させております。

こうした環境の下で、当社グループにつきましては、前連結会計年度までの事業ポートフォリオの整理により、モ

バイル・ゲーム・アニメを軸とする重点事業分野が明確になりました。当連結会計年度においては、ノンコア事業の

整理および売却という段階を終え、グループの企業価値の最大化を図るべく、コア事業へ経営資源の集中を実施いた

しました。

さらに、前連結会計年度までは、主要子会社以外の資産売却を積極的に推進し、有利子負債の削減に努めてまいり

ましたが、当連結会計年度における当社グループは、それらの売却で得た資金を重点事業分野に配分することで、ユ

ーザーにとって魅力的なコンテンツの創出、他社が追随を許さない斬新なソリューションを確立し、それをもとにし

た安定的な事業収益の確保に重点をおきました。

そのような状況の中、当社グループの当連結会計年度の業績は、グループ再編の結果として連結子会社が減少した

ことに加え、Index Multimedia SAにおいて現地で採用しているIFRS基準により、撤退する事業の業績を期首に遡っ

て事業撤退損に遡及修正したことに伴い、売上高は34,735百万円（前年同期は74,256百万円）となりましたが、収益

力の回復に努めた結果、営業利益は2,771百万円（前年同期は2,644百万円の営業利益）となりました。これにより、

連結業績での売上高営業利益率は前年同期が3.6％でしたが、当連結会計年度は8.0％と向上しました。さらに経常利

益は1,308百万円（前年同期5,112百万円の経常損失）と大きく改善しました。しかしながら、当連結会計年度の最終

損益につきましては、金銭債権の引当、投資有価証券評価損、事業撤退損等による特別損失を計上したことにより

7,376百万円の当期純損失（前年同期は14,383百万円の当期純損失）となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（モバイル＆ソリューション事業）

当セグメントにつきましては、以下のとおりです。

まず株式会社インデックスでは、モバイルコンテンツ事業において、当社グループの株式会社アトラスが保有する

人気ゲームコンテンツ「ペルソナ３」を本格的ソーシャルアプリゲームとしてモバゲータウンより提供し、短期間の

うちに登録ユーザーを多数集めるとともにユーザーからの課金も好調に推移し業績に寄与しました。また、当社グル

ープの株式会社マッドハウスの作品である「サマーウォーズ」の世界をそのまま再現した花札アプリ（iPhone版、

Android（アンドロイド）版）もユーザーから高い評価をうけており、今後も、当社グループの保有する魅力的なコ

ンテンツを、様々なルートを通じて提供する「ワンソース・マルチユース」戦略を積極的に推進していく方針です。

この他にもこれまでのノウハウを活かした占いアプリをソーシャルネットワークサービス向けに複数リリースするな

ど、市場の激しい変化に適合した取り組みをこれまで以上にスピーディに進めております。一方、従来の携帯での公

式サイトモデルについては、従来の課金方法である「月額課金」モデルに「個別課金」モデルを追加したことによ

り、「恋愛の神様ＤＸ」などの自社オリジナルのモバイルサイトだけでなく、パチンコ・パチスロメーカーとの共同

運営モバイルサイト、放送局の番組企画と連動した共同運営モバイルサイトなどが、堅調に推移しました。

また、システム開発を軸とするモバイルソリューション事業においては、金融機関や旅行会社、プロスポーツ団体

などから継続的な受注ができていること、各社のスマートフォン対応などの需要が引き続き旺盛なこと、パッケージ

ソフト販売が当初の見込みより好調なこと、システムの保守業務も安定的に推移していることから業績に引き続き貢

献寄与しました。

なお、同社は、平成22年10月１日に当社と合併いたしました。

次に、株式会社ネットインデックスにおいては、主要取引先通信事業者における業績不振の影響により、売上・営

業利益が減少しました。ただし、同事業者との取引も回復基調の兆しを見せはじめており、その他の取引先事業者か

らの新規案件獲得も増加しております。

１．経営成績
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海外（欧州）でBtoC事業を展開するIndex Multimedia SAでは、ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）

「Tchatche.com（チャッチ・ドットコム）」のプロファイリング、メール、投稿等の機能を大幅に改編し、また、一

部の提携会社にプラットフォームを試験的に開放し、SNSゲームを投入したことにより、会員数やトラフィックが堅

調に推移しており、チャットサイトとしては欧州及び仏語圏で注目されるメディアになりつつあります。（約420万

人以上のユーザーを保有し、月間約7～8万人増加基調）。今後は、仏語圏への本格展開、ゲームの拡充（ソーシャル

ゲーム、オンラインゲームなど）、ゲームポータルとのチャネリングによる、ユーザーの囲い込みとトラフィックの

増大を強化します。同社は、今後に大きな成長が期待されるソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）事業

（メディア／ゲーム）に、ほぼすべての経営資源を集中させるため、収益性の低い一部のモバイル事業から撤退する

ことにいたしました。

海外（中東）では、サウジアラビア国家における様々なデジタル産業の育成を推進する政府機関King Abdulaziz

City for Science and Technology (ＫＡＣＳＴ：所在地：サウジアラビア)と平成21年４月に締結した「アニメー

ション、ゲーム、コンピューターグラフィック分野における人材育成、産業育成のコンサルテーションの受託実施に

関する業務提携」（総額：6.9百万ドル、期間：20～24ヶ月）のプロジェクトが順調に進んでおり、売上高・営業利

益ともに貢献しました。同プロジェクトは、開校以来それほどの期間が経過しておりませんが、クオリティの高さを

評価いただき、中東地域で同様な産業育成を計画する政府機関から多数のご提案をいただいております。また、同プ

ロジェクトによるインデックスグループのエンタテイメント事業が中東地域に認知されはじめ、共同制作や制作受託

のご提案を多数いただいております。

これらの結果、当連結会計年度においては、売上高は15,475百万円（前年同期28,830百万円）となり、営業利益は

2,699百万円（前年同期3,163百万円）となりました。

（エンタテイメント事業）

株式会社アトラスでは、家庭用ゲーム関連事業のパッケージソフト事業において、国内にて販売いたしましたゲー

ムソフト「真・女神転生 STRANGE JOURNEY」（DS）、「ペルソナ３ポータブル」（PSP）、「世界樹の迷宮Ⅲ 星海

の来訪者」（DS）が順調な売れ行きでした。さらに海外での販売ゲームソフト「Demon's Souls」（PS3）も当初の計

画を大幅に上回る売上となりました。また「イナズマイレブン～爆熱サッカーバトル～」のキッズカードゲーム機へ

のライセンス売上も好調で、売上高・営業利益ともに貢献しました。

なお、同社は、平成22年10月１日に当社と合併いたしました。

国内・海外のオンラインゲーム運営を手掛る株式会社ロッソインデックスでは、オンラインゲームの国内運営事業

が当初の売上予定を下回り苦戦しましたが、海外ライセンス事業は、台湾における「アルカディア・サーガ」や中国

における「パンドラ・サーガ」等が売上高・営業利益に貢献しました。今後は、北米市場においては株式会社アトラ

スの子会社であったアトラスU.S.Aとの共同で、また、欧州ではIndex Multimedia SAと共同で同社タイトルの展開を

予定しております。

株式会社マッドハウスにおいては、日本アカデミー賞『最優秀アニメーション作品賞』に輝いた「サマーウォー

ズ」が売上高・営業利益に大幅に寄与しましたが、アニメーション業界の視聴環境の変化により、テレビ作品に関し

て放送枠が減少し、劇場作品の製作本数が減少したことに伴い、売上高・営業利益が減少しました。

株式会社ダイナモピクチャーズにおいては、大手ゲーム会社等からの受託案件が年間をとおして順調に推移し売上

に貢献しました。また、同社ではプロジェクト管理の徹底による収益の向上を図っており、前期から引き続き実施し

ている固定費の削減効果と伴に営業利益に貢献しております。

これらの結果、当連結会計年度においては、売上高は19,753百万円（前年同期33,960百万円）となり、営業利益は

1,255百万円（前年同期660百万円）となりました。
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また、所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

（日本）

国内においては、前年同期と比較して、連結子会社数が減少したことに伴い、売上高は減少しましたが、収益率の

高い事業に注力することに努めました。この結果、売上高27,390百万円（前年同期58,260百万円）、営業利益2,254

百万円（前年同期4,215百万円）となりました。

（北米）

北米においては、株式会社アトラスの在外子会社においてゲームソフト「Demon's Souls」（PS3）の販売が好調で

あったこと等により、売上高3,299百万円（前年同期2,732百万円）、営業利益437百万円（前年同期104百万円の営業

損失）となりました。

（欧州）

欧州におきましては、Index Multimedia SAが不採算事業を圧縮し、収益率の高い事業に注力した結果、売上高

4,214百万円（前年同期11,851百万円）、営業利益83百万円（前年同期109百万円の営業損失）となりました。

②次期の見通し

次期の見通しにつきまして、連結売上高30,700百万円、連結営業利益3,030百万円、連結経常利益1,520百万円、連

結当期純利益1,300百万円となる見込みです。

従来の放送局向けコンテンツ事業及び一般企業向けソリューション事業が業績に貢献することに加え、ゲーム事

業、特にソーシャルゲーム配信ビジネスとスマートフォン向けゲームビジネス等の事業が業績に寄与する見通しで

す。なお、第２四半期連結累計期間の予想に比べて通期の業績予想の数字が大幅に改善するのは、下期にはゲームソ

フトの販売、ソーシャルゲーム配信ビジネス事業が業績に寄与すること及び子会社において主要取引先通信事業者の

取引回復が業績に寄与することが予想される為です。

（２）財政状態の分析

（資産）

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に対し、16,340百万円減少の40,342百万円となりました。

その主な要因は、有形固定資産、投資その他の資産（敷金保証金）などの減少の影響によるものです。

（負債）

当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末に対し、5,140百万円減少の34,298百万円となりました。そ

の主な要因は、支払手形及び買掛金、未払金、長期借入金の減少の影響によるものです。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末に対し、11,199百万円減少の6,044百万円となりました。

その主な要因は、利益剰余金の減少に加え、その他有価証券評価差額金、少数株主持分の減少の影響によるもので

す。
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（３）キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、前年同期に比し2,593百万円減少の3,301百万円となり

ました。なお、各キャッシュ・フローの状況等につきましては以下のとおりとなっております。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比し632百万円改善し266百万円の現金

及び現金同等物の減少となりました。その主な要因は、税金等調整前当期純損失を7,163百万円計上したものの、減

価償却費(1,659百万円)、減損損失（784百万円）、貸倒引当金の増加（2,050百万円）、投資有価証券評価損（3,214

百万円）などの非現金支出費用及び損失が多かったことで、小計が1,328百万円の現金及び現金同等物の増加となっ

たものの、利息の支払が増加（1,892百万円）したことが挙げられます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比し2,032百万円減少し、現金及び現

金同等物は、2,412百万円の減少となりました。その主な要因は、関係会社株式の売却による収入が増加（4,694百万

円）したものの、貸付金による支出が増加（10,264百万円）したことが挙げられます。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比し4,687百万円増加し、161百万円の現

金及び現金同等物の減少となりました。その主な要因は、短期借入金の増加（2,150百万円）があったものの、長期

借入金の返済による支出（1,915百万円）があったことが挙げられます。

(3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策の一つとして位置づけており、利益配分につきましては、継続的

な安定配当を基本方針としております。しかしながら、当期の剰余金の配当につきましては、連結当期純損失が

7,376百万円計上するに至ったこと、並びに将来の積極的な事業展開と急激な経営環境の変化に対する備えとしての

内部留保を考慮し、総合的に勘案いたしまして、今期におきましては誠に遺憾ではありますが、無配とさせて頂きま

す。株主の皆様には大変ご迷惑をお掛けしますが、業績の向上に努め、全力を挙げて今後の復配を目指してまいる所

存でございますので、何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。
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（4）事業等のリスク

当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性のある主な事項は以下のとおりであります。なお、

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において判断したものであります。

① 回収に関するリスク

当社グループの中核事業の一つである、携帯端末向け情報提供サービス又はオンラインゲームサービス等の

コンテンツ事業の収益構造は、各国における利用料金回収代行業者のサービスを用いて、利用者からコンテ

ンツ情報料の回収ができることを前提に組み立てられております。当社グループでは、今後コンテンツの制

作・開発・運営業務のノウハウを活かし、企業へのソリューション提案型サービス事業やＥＣ（電子商取

引）事業等の業態拡大、新規タイトルによるオンラインゲームの配信の強化に努めていく所存ですが、回収

代行業者が回収代行サービスを停止又は現在の契約約款を変更した場合、当社グループの経営成績及び財政

状態に影響を与える可能性があります。

② 版権元について

当社グループの事業には、版権元より著作権、著作隣接権等の使用許可を得ているものがあり、版権元自身

が同様の事業展開を行った場合等により、優良版権を獲得できなくなった場合には、当社グループの財政状

態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

③ サービスの陳腐化について

当社グループが事業を展開しているモバイル、インターネットをはじめとするＩＴ関連業界は、商業活動に

関連する技術及び業界基準の急速な変化に左右される状況にあります。また、それに伴いユーザーニーズが

変化、多様化することが予想されます。これらの状況変化に対し、当社グループが適時に、かつ効率的に対

応出来なくなった場合、当社グループの業界における競争力は弱体化し、財政状態及び経営成績に影響を与

える可能性があります。

④ 競合について

当社グループが展開している事業において、当社グループと類似する事業を提供している事業者の事業拡大

や新規参入が相次いでおります。かかる状況は、当社グループの事業につき、大きな参入障壁がないことが

一因となっており、今後も激しい競争下に置かれるものと予想されます。当社グループの目論見どおり業績

が推移しない場合、かつ効率的に対応できない場合、当社グループの収益が低下し、経営成績及び財政状態

に影響を与える可能性があります。

⑤ 携帯電話・ＰＨＳによるインターネット接続サービスの安定的・持続的成長について

携帯電話・ＰＨＳ・その他の携帯端末によるインターネット接続サービスの利用が引き続き増大するにつれ

て、通信インフラストラクチャーがネットワーク上の需要を処理しきれなくなり、その性能やサービスが低

下するおそれがあります。各移動体通信キャリアは、これまでにも停電又はネットワーク・インフラストラ

クチャーに発生したその他の遅延事由によるサービスの低下や停止を発生させております。このような停電

又は遅延事由が頻繁に発生した場合には、携帯電話・ＰＨＳ・その他の携帯端末によるインターネット接続

サービスの利用者が伸び悩み、又は縮小するおそれがあります。また、携帯電話・ＰＨＳ・その他の携帯端

末によるインターネット接続サービス利用者の増加率が当社グループの予想を下回った場合には、当社グル

ープの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

⑥ 海外事業について

当社グループは積極的に海外事業展開を行っておりますが、展開を行っている当該国において、為替、政

治、経済、法律、文化、慣習、競合会社等のカントリーリスク及び地理的要因等により、当社グループの経

営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。
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⑦ 投融資について

当社グループは、今後幅広いビジネス展開を積極的に行っていく方針であります。その実現のために設備投

資、子会社設立、合弁事業の展開、買収等について、国内外を問わず行うことも考えられます。当社グルー

プといたしましては、投融資案件に対し、リスク及びリターンを従来に増して厳密に事前評価し投融資を行

う予定ですが、投融資先の事業の状況が当社の業績に与える影響を確実に予想することは困難であり、投融

資額を回収できず、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

⑧ 業務提携等について

当社グループは、幅広いビジネス展開を行っており、各種のプロジェクト等に関して、他社との業務提携、

共同企画、共同研究等も積極的に取り組んでおります。しかしながら、これらのプロジェクトが当社グルー

プの予想どおり、当社グループの収益に貢献するという保証はなく、各プロジェクト等の進捗状況によって

は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

⑨トラブルについて

携帯電話・ＰＨＳ・その他の携帯端末によるインターネット接続サービスは、様々な企業やユーザーを繋ぐ

手段として、多様なコミュニケーションを発達させております。一方、企業とユーザー又はユーザー間を結

ぶ掲示板等のコミュニケーションサービスは、他人を誹謗・中傷するようなメッセージ又は卑猥な言葉の書

き込み、他人の所有権、知的財産権、その他の権利やプライバシーを侵害する行為を行うこと、詐欺その他

の違法行為、違法でなくとも公序良俗に反する行為、などが行われる危険性が存在します。このようなこと

が社会問題化した場合、法的規制や行政指導等が行われる可能性があります。

当社グループの企業とユーザー又はユーザー間を結ぶコンテンツサービスにおいて、当社グループでは他

人の誹謗・中傷、卑猥な言葉等の書き込み及び社会的モラルに反するような内容の有無を随時チェックする

とともに、ユーザーサポート窓口を設け、情報・苦情を随時受け付けており、掲載が不適切と判断された場

合、掲載情報を削除しておりますが、当社グループの判断、見解が妥当であるとは保証できず、当社グルー

プについても情報交換の場を提供しているものとして責任追及がなされる可能性があります。

⑩ 法的規制について

現在、当社グループでは、以下のような法的規制を受けております。

（イ） 電気通信事業法

（ロ） 特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律

（ハ） 不正アクセス行為の禁止等に関する法律

（ニ） 特定電子メールの送信の適正化等に関する法律

（ホ） 個人情報の保護に関する法律

（ヘ） 特定商取引に関する法律

（ト） 資金決済に関する法律

当社グループでは、これらの法的規制を遵守徹底しておりますが、今後インターネット及び携帯電話の利

用者や関連する事業者を規制対象とする現行法令・条例の適用や新法令・条例等が制定されたり適用が明確

になったり、あるいは何らかの自主規制が求められた場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を

与える可能性があります。

⑪ システムダウンについて

当社グループの事業には、コンピューターシステムを結ぶ通信ネットワークに依存するものがあり、自然災

害や事故等により通信ネットワークが切断された場合、当社グループの営業は不可能となります。また、ア

クセス増等の一時的な過負荷によって当社グループあるいは携帯電話のサーバーが作動不能に陥ったり、当

社グループのハードウェア又はソフトウェアの欠陥により、正常な情報配信が行われなかったり、システム

が停止する可能性があります。更には、外部からの不正な手段によるコンピュータ内への侵入等の犯罪や役

職員の過誤等によって、当社グループのページが書き換えられたり、重要なデータを消去又は不正に入手さ

れたりするおそれもあります。これらの障害が発生した場合には、当社グループに直接的損害が生じるほ

か、当社グループのサーバーの作動不能や欠陥等に起因する取引の停止等については、当社グループシステ

ム自体への信頼性の低下を招きかねず、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があり

ます。
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⑫ 知的財産権について

当社グループではコンテンツサービス名称及び特許化可能な技術を重要な財産と考え、積極的に商標権を取

得しており、又は特許権化を図っております。ただし、商標権の獲得に成功した場合でも、商標が認知され

るためには、プロモーション等に多大な時間とコストが必要となることが多く、又特許権化にも長い時間と

コストが必要となることが多く当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

また、当社グループでは第三者の知的財産権を侵害せぬよう常に留意し、調査を行っておりますが、当社

グループの調査範囲が十分で、かつ見解が妥当であるとは保証できません。もし、当社グループが第三者の

知的財産権をそうとは知らずに侵害し、損害賠償請求、差止請求等がなされた場合、かかる請求による負担

は当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

⑬ 個人のプライバシーについて

当社グループは、コンテンツ利用の申込みをした携帯電話利用者の携帯電話番号やメールアドレスを知る立

場にあります。これら当社グループが知り得た情報については、社内において技術担当部門が厳重に管理し

ておりますが、社内管理体制の瑕疵等によりこれらの情報が外部に漏洩した場合、当社グループへの損害賠

償請求や信用の低下等によって当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

⑭ 有利子負債について

当連結会計年度における当社グループの総資産に占める有利子負債率は64.4％となっております。今期にお

きましても有利子負債残高の削減に注力しており、今後さらに財務体質の健全化を図る方針ではあります

が、当社グループの経営成績は金利の動向を受けやすくなっており、事業計画や財政状況が悪影響を受ける

可能性があります。

なお、契約において担保切替条項や財務制限条項が規定されている場合もあり、当社グループの経営成績や

財務状況において信用力が悪化する場合には、契約条項に基づき借入金の返済を求められたり、新たな担保

権の設定を迫られる可能性もあります。

⑮ アニメーションビジネスに係るリスク

当社グループは、アニメーションビジネスを展開しており、常に高品質なアニメーションを企画・製作する

ことを心がけておりますが、アニメーションの人気は作品により差異が大きく、全てヒットするとは限りま

せん。そのため複数の新規投入作品が一定の成績に達しない場合、当社グループの経営成績、財政状態等に

影響を及ぼす可能性があります。

⑯ ゲームソフトビジネスに係るリスク

当社グループは、ゲームソフトに係るビジネスを展開しており、既存製品や開発中の製品の陳腐化や、ゲー

ムソフト市場の影響により、売上や収益性に悪影響が生じる可能性があります。この場合、当社グループの

経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

⑰事業活動を継続する前提に関する重要事象等

当社グループの事業活動を継続する前提に関する重要な不確実性はありません。

しかしながら当連結会計年度におきまして、取引先である日本振興銀行株式会社ならびに中小企業振興ネッ

トワーク所属会社の民事再生手続開始申出による影響で、投資有価証券の評価損や金銭債権の引当を計上し

たこと、個人消費の低迷や企業業績の悪化による不採算事業の事業撤退、減損処理を推し進めたことによ

り、7,376百万円の当期純損失を計上することとなりました。さらに、営業活動によるキャッシュフロー小計

が1,328百万円となったもの、支払利息の負担から営業活動によるキャッシュフロー合計が△266百万円とな

り、前期から継続して、マイナスとなりました。

このような状況のもと当社グループの最重要課題は、有利子負債の削減であると認識しております。平成

19年８月期の有利子負債（連結）は54,572百万円で、EBITDA（＝営業利益＋減価償却費）との倍率が約15.5

倍でありました。以降、当社は有利子負債をEBITDAの５倍以内とすることを経営目標に掲げて財務体質強化

を実施し、平成20年８月期から平成21年８月期において、主に保有資産の売却による借入返済で有利子負債

（連結）は、25,709百万円まで圧縮でき、当連結会計年度においては25,985百万円となっております。さら

に当社グループ業績の回復に伴い、EBITDA倍率は、5.87倍まで改善できました。 次期年度においては、当

社は、株式会社インデックス、株式会社アトラスと合併し、当社273億円ならびに株式会社アトラス43億円の

繰越欠損金を利用して納税負担を軽減し、より一掃の財務体質の改善が見込まれております。
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以上より、平成19年８月期から連続して当期純損失を計上したことや前期から継続して営業活動によるキ

ャッシュフロー合計がマイナスであることにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が

存在しておりますが、徹底した選択と集中に基づき経営資源の集中や有利子負債の削減状況を考慮し、継続

企業の前提に関する重要な不確実性はないものと判断しております。

以上のリスク発生の可能性を考慮した上で、発生の回避及びリスクの軽減に努めてまいります。
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当社グループ（当社及び当社の関係会社、以下同じ）は、純粋持株会社たる当社と連結子会社40社、非連結子会

社７社及び関連会社16社にて構成されております。

当社グループの事業内容、主要子会社及び関連会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

２．企業集団の状況

事業区分 事業内容 主要な会社

モバイル＆ソリュ
ーション事業

インターネットへ接続可能な携帯
電話（携帯IP接続端末）などへの
コンテンツの企画・開発・配信及
び顧客企業向けのシステム受託開
発、端末製造、IT事業投資などの
ソリューション提供

国内 子会社

㈱インデックス

㈱ネットインデックス

他７社

関連会社

㈱インデックス沖縄

他５社

海外 子会社

Index Europe Holdings Limited

Index Multimedia SA

Haiku S.A.S

Index Corp(Thailand)Limited

他17社

関連会社

３社

エンタテイメント
事業

アニメ、ゲーム、映画等のコンテ
ンツの著作権の取得並びに企画、
製作及び流通

国内 子会社

㈱アトラス

㈱ロッソインデックス

㈱マッドハウス

㈱ダイナモピクチャーズ

関連会社

６社

海外 子会社

Atlus Holding,Inc.

他５社

関連会社

GRENOBLE FOOT 38 SASP
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以上の内容を図示しますと以下のとおりとなります。
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（1）会社の経営の基本方針

当社グループは、モバイルを始めとした多様なコミュニケーションインフラを通して、様々なコンテンツやサ

ービスを人々の生活や社会に提供する事により、豊かなライフ・スタイル、新たなビジネス・スタイルを創造して

いくことを企業理念としております。

この企業理念を実現するため、①常に利用者、顧客の視点に立ったサービスの提供に努め、②社員の自主性を

尊重し、その可能性を信じ、その資質を十分に発揮させる事により常に新しい企業文化の育成に努め、③社会、株

主、社員、取引先に対し、利益の還元を行えるよう常に収益の確保と拡大に努める。以上を経営の基本方針として

おります。

（2）目標とする経営指標

当社グループは、有利子負債に対するEBITDA倍率を財務面の健全化・強化の指標としております。当社グルー

プは、EBITDA倍率を５倍以内にすることを目指してコア事業に注力し、当期純利益の黒字を目標としておりました

が、日本振興銀行株式会社の破綻に伴う特別損失の発生等により、残念ながら当期純利益の黒字化を実現すること

ができませんでした。

今後も引き続き、有利子負債の削減と当期純利益の黒字化実現に向けて全力で取り組んでまいります。

（3）中長期的な会社の経営戦略

当社グループでは、これまでも、長年培ったモバイルコンテンツ＆ソリューション事業、エンタテイメント事

業の技術・サービス提案力を活かし、各分野で独自性の高いサービスを展開することで、顧客満足度の向上、企業

収益の極大化を目指してまいりました。

今後は、従来の事業別の戦略をさらに1段階進めるため、「ネット＆ゲーム」事業と「映像」事業の２つの分野

に事業分野を再編し、より一層顧客満足度の向上、企業収益の極大化を目指してまいります。

この方針に基づく事業別の戦略展開は以下のとおりであります。

① ネット＆ゲーム事業

当社グループは、インデックス、ネットインデックス、Index Multimedia SA等のインターネット配信技術・イ

ンターネット配信サービスとアトラス、ロッソインデックスのゲーム事業を融合させ、ソーシャルゲーム配信ビジ

ネスとスマートフォン向けゲームビジネスに重点を置き、より「ゲーム」分野に特化した事業に注力して参りま

す。

② 映像事業

マッドハウスのアニメ化・映像化技術、ダイナモピクチャーズの３Ｄ技術を活用し、ネット＆ゲーム事業に付

加価値をつける魅力的な作品の制作、映像化・３Ｄ技術の開発を進めて参ります。

（4）会社の対処すべき課題

① 環境変化への対応

市場のニーズに合い、且つ先進的なサービスを常に提供していくために、市場のトレンドに対して常にアン

テナを張り巡らせ、またパートナー企業及び通信キャリアとの発展的な関係性維持に努めるとともに、今後

もあらゆる環境の変化に対応可能な柔軟さと総合力を備えた事業体制の構築を推進してまいります。

② 財務体質強化への対応

当グループは、グループ再編によりノンコア事業等の売却を積極的に推し進め、有利子負債の削減に努めて

まいりました。今後も有利子負債の削減をさらに進める一方で、重点事業に経営資源を注力することで、安

定した収益の確保をおこなってまいります。

（5）その他、会社の経営上重要な事項

該当事項はありません。

３．経営方針
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４．連結財務諸表
（１）連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成21年８月31日)

当連結会計年度
(平成22年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,037 4,369
受取手形及び売掛金 8,037 7,274
有価証券 401 2
商品及び製品 398 497
仕掛品 3,030 2,971
原材料及び貯蔵品 443 116
短期貸付金 6,651 5,100
繰延税金資産 366 408
その他 3,671 2,345

貸倒引当金 △3,292 △1,393

流動資産合計 25,746 21,694

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,549 155
機械装置及び運搬具（純額） 19 13
土地 358 188
その他（純額） 2,413 393

有形固定資産合計 4,341 751

無形固定資産

のれん － 1,946
ソフトウエア 954 1,605
ソフトウエア仮勘定 30 380
その他 480 214

無形固定資産合計 1,465 4,148

投資その他の資産

投資有価証券 19,393 13,028
長期貸付金 11,404 12,285
繰延税金資産 432 348
敷金及び保証金 3,338 761
その他 3,216 2,800
貸倒引当金 △12,655 △15,475

投資その他の資産合計 25,129 13,749

固定資産合計 30,936 18,648

資産合計 56,682 40,342
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成21年８月31日)

当連結会計年度
(平成22年８月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,622 2,631
短期借入金 24,260 25,823
未払金 3,342 1,788
未払法人税等 780 698
賞与引当金 215 200
繰延税金負債 1 －

返品調整引当金 39 68
製品保証引当金 － 80
債務保証損失引当金 － 180
係争引当金 228 49
その他 2,835 2,036

流動負債合計 36,325 33,557

固定負債

長期借入金 1,448 162
退職給付引当金 53 61
役員退職慰労引当金 33 －

係争引当金 565 301
繰延税金負債 208 2
負ののれん 1 －

その他 802 212

固定負債合計 3,113 740

負債合計 39,438 34,298

純資産の部

株主資本

資本金 39,379 39,379
資本剰余金 33,490 36,747
利益剰余金 △68,111 △75,638

自己株式 △236 －

株主資本合計 4,521 488

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,063 1,709
為替換算調整勘定 2,184 3,018

評価・換算差額等合計 6,248 4,728

新株予約権 186 147
少数株主持分 6,288 679

純資産合計 17,243 6,044

負債純資産合計 56,682 40,342
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（２）連結損益計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

売上高 74,256 34,735
売上原価 49,138 22,099

売上総利益 25,117 12,635

返品調整引当金繰入額 22 68
返品調整引当金戻入額 31 39

差引売上総利益 25,126 12,605

販売費及び一般管理費

役員報酬 754 407
給与手当 5,870 2,458
貸倒引当金繰入額 300 154
賞与引当金繰入額 216 125
販売促進費 5,754 1,303
退職給付費用 86 6
役員退職慰労引当金繰入額 12 0
支払手数料 1,142 688
その他 8,325 4,690

販売費及び一般管理費合計 22,462 9,834

営業利益 2,664 2,771

営業外収益

受取利息 533 367
受取配当金 145 109
投資有価証券売却益 372 535
負ののれん償却額 782 294
その他 349 156

営業外収益合計 2,183 1,462

営業外費用

支払利息 1,640 1,184
株式交付費 22 2
投資有価証券売却損 1,932 33
投資有価証券評価損 3,326 545
持分法による投資損失 267 407
資金調達費用 － 360
その他 2,769 391

営業外費用合計 9,959 2,926

経常利益又は経常損失（△） △5,112 1,308
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

特別利益

持分変動利益 1,151 －

関係会社株式売却益 1,931 1,364
投資有価証券売却益 91 83
貸倒引当金戻入額 731 －

その他 118 279

特別利益合計 4,024 1,728

特別損失

固定資産売却損 16 46
固定資産除却損 439 120
減損損失 3,396 784
投資有価証券評価損 637 2,668
関係会社株式売却損 1,506 －

たな卸資産除却損 427 －

貸倒引当金繰入額 2,573 2,227
事業撤退損 1,789 1,517
その他 4,409 2,834

特別損失合計 15,197 10,199

税金等調整前当期純損失（△） △16,284 △7,163

法人税、住民税及び事業税 892 672
法人税等還付税額 △101 －

法人税等調整額 127 △222

法人税等合計 917 449

少数株主損失（△） △2,819 △236

当期純損失（△） △14,383 △7,376
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（３）連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 37,338 39,379
当期変動額

新株の発行 2,040 －

当期変動額合計 2,040 －

当期末残高 39,379 39,379

資本剰余金

前期末残高 31,449 33,490
当期変動額

新株の発行 2,040 －

株式交換による増加 － 3,257

当期変動額合計 2,040 3,257

当期末残高 33,490 36,747

利益剰余金

前期末残高 △43,081 △68,111

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △15,139 －

当期変動額

当期純損失（△） △14,383 △7,376

新規連結に伴う増加 10 －

新規連結に伴う減少、利益剰余金 △0 －

連結除外に伴う増加 4,863 0
連結除外に伴う減少、利益剰余金 △381 △111

持分法適用会社の減少に伴う増加 － 18
持分法適用会社の減少に伴う減少 － △57

当期変動額合計 △9,890 △7,526

当期末残高 △68,111 △75,638

自己株式

前期末残高 △236 △236

当期変動額

自己株式の処分 － 236

当期変動額合計 － 236

当期末残高 △236 －

株主資本合計

前期末残高 25,469 4,521
在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △15,139 －

当期変動額

新株の発行 4,081 －

株式交換による増加 － 3,257
当期純損失（△） △14,383 △7,376
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

新規連結に伴う増加 10 －

新規連結に伴う減少、株主資本 △0 －

連結除外に伴う増加 4,863 0
連結除外に伴う減少、株主資本 △381 △111

持分法適用会社減少に伴う増加 － 18
持分法適用会社減少に伴う減少 － △57

自己株式の処分 － 236

当期変動額合計 △5,809 △4,032

当期末残高 4,521 488

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △514 4,063
当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,577 △2,354

当期変動額合計 4,577 △2,354

当期末残高 4,063 1,709

為替換算調整勘定

前期末残高 5,181 2,184
当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,996 834

当期変動額合計 △2,996 834

当期末残高 2,184 3,018

評価・換算差額等合計

前期末残高 4,666 6,248
当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,581 △1,519

当期変動額合計 1,581 △1,519

当期末残高 6,248 4,728

新株予約権

前期末残高 146 186
当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 40 △38

当期変動額合計 40 △38

当期末残高 186 147

少数株主持分

前期末残高 13,709 6,288
当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7,421 △5,608

当期変動額合計 △7,421 △5,608

当期末残高 6,288 679
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

純資産合計

前期末残高 43,992 17,243
在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △15,139 －

当期変動額

新株の発行 4,081 －

株式交換による増加 3,257
当期純損失（△） △14,383 △7,376

新規連結に伴う増加 10 －

新規連結に伴う減少、純資産 △0 －

連結除外に伴う増加 4,863 0
連結除外に伴う減少、純資産 △381 △111

持分法適用会社減少に伴う増加 － 18
持分法適用会社減少に伴う減少 － △57

自己株式の処分 － 236
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,799 △7,166

当期変動額合計 △11,608 △11,198

当期末残高 17,243 6,044
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △16,284 △7,163

減価償却費 2,935 1,659
減損損失 3,396 784
貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,891 2,050
返品債権特別勘定の増減額 △6 －

返品調整引当金の増減額（△は減少） 14 32
退職給付引当金の増減額（△は減少） 19 18
賞与引当金の増減額（△は減少） 1 △9

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △23 △33

係争引当金の増減額 166 △350

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） － 180
製品保証引当金の増減額（△は減少） － 80
のれん及び負ののれん償却額 △572 △128

受取利息及び受取配当金 △678 △476

支払利息 1,640 1,184
為替差損益（△は益） 980 171
株式交付費 22 －

投資有価証券売却損益（△は益） 2,459 △584

投資有価証券評価損益（△は益） 3,964 3,214
関係会社株式売却損益（△は益） △425 △1,357

関係会社株式評価損 691 398
持分法による投資損益（△は益） 267 407
持分変動損益（△は益） △1,151 0
固定資産除売却損益（△は益） 450 154
売上債権の増減額（△は増加） 3,738 △1,057

たな卸資産の増減額（△は増加） 457 △50

仕入債務の増減額（△は減少） △4,340 △1,134

未払消費税等の増減額（△は減少） 293 △369

その他 1,071 3,709

小計 978 1,328

利息及び配当金の受取額 550 1,135
利息の支払額 △1,919 △1,892

法人税等の支払額 △508 △838

営業活動によるキャッシュ・フロー △898 △266
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,791 △692

有形固定資産の売却による収入 57 145
ソフトウエアの取得による支出 △783 △2,112

有価証券の償還による収入 584 185
投資有価証券の取得による支出 △4,965 △2,230

投資有価証券の売却による収入 9,589 1,451
関係会社株式の取得による支出 △1,219 △909

関係会社株式の売却による収入 345 4,694
新規連結子会社の取得による収支 － △478

連結範囲の変更を伴う子会社株式売却による収支 1,018 1,210
貸付けによる支出 △8,799 △10,264

貸付金の回収による収入 6,056 7,831
定期預金の預入による支出 △445 △340

定期預金解約による収入 799 －

その他 △827 △903

投資活動によるキャッシュ・フロー △380 △2,412

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △11,852 2,150
長期借入れによる収入 117 57
長期借入金の返済による支出 △2,242 △1,915

リース債務の支払による支出 △175 △144

社債の償還による支出 △1,510 －

株式の発行による収入 4,081 －

少数株主への株式の発行による収入 7,193 29
子会社の自己株式の取得による支出 △0 △33

配当金の支払額 △5 △13

少数株主への配当金の支払額 △35 △0

その他 △97 30

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,526 161

現金及び現金同等物に係る換算差額 △75 △128

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,880 △2,646

現金及び現金同等物の期首残高 13,075 5,894
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△1,299 53

現金及び現金同等物の期末残高 5,894 3,301
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該当事項はありません。

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 35社

主要な連結子会社の名称は「第１ 企

業の概況 ４．関係会社の状況」に記載

しているため省略しております。

第１四半期連結会計期間において、

Atlus Shanghai Digital Image

Co.,Ltd.については、清算結了の目処が

ついたため、連結の範囲から除外してお

ります。Azoto B.V.については、平成20

年７月６日に清算結了したため、連結か

ら除外しております。

Olympia Media BVIの傘下となりまし

たFujian Shifang Culture Propagation

Co.,Ltd.他４社については、株式交換に

よる持分比率低下のため、連結から除外

し持分法適用の範囲に含めております。

第２四半期連結会計期間において、㈱

エフプラスについては、重要性が増した

ため、連結の範囲に含めております。㈱

インデックス・コミュニケーションズに

ついては、第三者割当増資による持分比

率低下のため、連結の範囲から除外して

おります。㈱テック・インデックス他１

社については、売却により連結の範囲か

ら除外しております。㈱インデックス・

ライツは、第三者割当増資による持分比

率低下のため、日活㈱他４社は売却のた

め、連結から除外し持分法適用の範囲に

含めております。

第３四半期連結会計期間において、

Index Asia Pacific Limitedについて

は、第三者割当増資による持分比率低下

のため、その関係会社とともに連結の範

囲から除外しております。Index Cellに

つきましては、平成21年１月１日に

Index Multimedia SAに吸収合併され、

連結の範囲から除外しております。㈱イ

ンターチャネルおよびその子会社２社

は、売却のため連結から除外し持分法適

用の範囲に含めております。データスタ

ジアム㈱および他１社については、売却

のため連結から除外しております。ま

た、㈱プロジェクト・ブルは解散のため

連結の範囲から除外しております。

(1)連結子会社の数 40社

主要な連結子会社の名称は「２ 企業

集団の状況」に記載しているため省略し

ております。

第１四半期連結会計期間において、㈱

INdiGOについては、重要性が増したため、

連結の範囲に含めております。JEUXについ

ては休眠会社でありましたが、事業を再開

したため、連結の範囲に含めております。

連結子会社である㈱アトラスにおける株

式取得により、㈱ロッソインデックス（旧

社名㈱ゴンゾロッソ）および同社子会社で

ある４社（ROSSO INDEX(M)SDN.BHD.（旧社

名GONZO ROSSO(M)SDN.BHD.、）GOLDSKY

ACCESS SDN.BHD.、GOLDSKY ACCESS

INTERNATIONAL,Inc.、Goldsky Digital

Technology Ltd.）を連結の範囲に含めてお

ります。123 Multimedia GMBHおよび

Germany Explorerについては、平成21年９

月３日に清算が完了したため、連結の範囲

から除外しております。

第２四半期連結会計期間において、

GRENOBLE FOOT 38 SASPについては、売却に

より連結から除外し持分法適用の範囲に含

めております。

第３四半期連結会計期間において、㈱シ

ーアンドシーメディアおよび同社子会社で

ある㈱ＣＣＯについては、売却により連結

の範囲から除外しております。

株式取得により、Tiger Mob Limited.お

よび同社子会社である２社（Index Corp

Thailand Limited.（旧社名Sam Click

Limited.）、Asia Digital Interactive

Limited.）を連結の範囲に含めておりま

す。

第４四半期連結会計期間において、㈱メ

イン・エンタテインメントについては売却

により連結の範囲から除外しております。

新規設立により㈱インデックス・プロダ

クションを連結の範囲に含めております。

連結の範囲から除外している会社は、除

外までの期間の損益及び剰余金ならびにキ

ャッシュ・フローは四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

に含めております。
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項目
前連結会計年度

（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

第４四半期連結会計期間において、現代

インデックス㈱および㈱エフプラスについ

ては、株式売却により連結の範囲から除外

しております。Notedeal Limitedおよび

Starpost Developments Limitedについて

は、平成21年５月26日に清算が完了したた

め、連結の範囲から除外しております。ス

タイル・インデックス㈱については、売却

のため連結から除外し、持分法適用の範囲

に含めております。

いずれの会社も、連結の範囲より除いた

時までの期間の損益及び剰余金ならびにキ

ャッシュフローは連結損益計算書及び連結

キャッシュ・フロー計算書に含めておりま

す。

㈱メイン・エンタテインメントは平成21

年7月、子会社である㈱アトラスにおける

株式取得により、当連結会計年度より連結

の範囲に含めております。

＿＿＿＿＿

(2)主要な非連結子会社の名称等

㈱インデックス沖縄

㈱テモ

他12社

非連結子会社は、総資産、売上高、

当期純損益及び利益剰余金等のうち持

分に見合う額は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外しておりま

す。

(2)主要な非連結子会社の名称等

㈱テモ

Madhouse Studio Inc.

他５社

同左

㈱ｲﾝﾃﾞｯｸｽ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（4835）　平成22年8月期決算短信 

24



項目
前連結会計年度

（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

２．持分法の適用に関する事

項

(1)持分法適用の関連会社数 ７社

㈱アーデント・ウィッシュ

㈱インターチャネル

スタイル・インデックス㈱

他４社

第１四半期連結会計期間より、

Olympia Media BVIは株式交換による取

得で重要性が増したため、持分法適用

の範囲に含めております。

Olympia Media BVIの傘下となりました

Fujian Shifang Culture Propagation

Co.,Ltd.他４社は連結から除外し、持

分法適用の範囲に含めております。

第２四半期連結会計期間より、㈱イ

ンデックス・ライツ他１社は連結から

除外し、持分法適用の範囲に含めてお

ります。㈱インデックス・クロスメデ

ィアマーケティング他３社は、売却に

よる持分比率低下により第２四半期連

結会計期間より連結から除外し持分法

適用の範囲に含めておりましたが、更

なる売却により第２四半期連結会計期

間末において持分法適用の範囲から除

外しております。

第３四半期連結会計期間より、㈱さ

くらパートナー（現ＲＨインシグノ

㈱）および日活㈱は、売却のため持分

法適用の範囲から除外しております。

㈱インターチャネルおよびその子会社

２社は連結から除外し、持分法適用の

範囲に含めております。Index Asia

Pacific Limitedの連結除外に伴い、

Olympia Media BVIおよびその傘下であ

るFujian Shifang Culture

Propagation Co.,Ltd.他４社は、第３

四半期連結会計期間末において持分法

適用の範囲から除外しております。

第４四半期連結会計期間より、スタ

イル・インデックス㈱は、売却のため

連結から除外し、持分法適用の範囲に

含めております。

The Mobile Entertainment Channel

Corporationは清算により、第４四半期

連結会計期間期首より持分法適用の範

囲から除外しております。

(1)持分法適用の関連会社数 ５社

㈱アーデント・ウィッシュ

スタイル・インデックス㈱

GRENOBLE FOOT 38 SASP

他２社

GRNOBLE FOOT 38 SASPは連結から除外

し、第２四半期連結会計期間末より持分法

適用の範囲に含めております。

㈱インターチャネル他１社は、売却のた

め第２四半期連結会計期間末において持分

法適用の範囲から除外しております。

第３四半期連結会計期間末において、

Mobliss,Incを株式譲渡により持分法適用

の範囲から除外しております。Index Corp

Thailand Limited.の取得に伴い、その傘

下であるDjiing Co.,Ltd.を持分法適用の

範囲に含めております。

第４四半期連結会計期間末において、㈱

アトムは重要性が乏しくなったため、持分

法の範囲から除外しております。
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項目
前連結会計年度

（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

(2)持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社等の名称

㈱インデックス沖縄

㈱テモ

Index Middle East Limited

他28社

持分法非適用会社は、それぞれ当期

純損益及び利益剰余金等のうち持分に

見合う額はいずれも連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし

て重要性が乏しいため、持分法の適用

範囲から除外しております。

(2)持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社等の名称

㈱インデックス沖縄

㈱テモ

Index Middle East Limited

他16社

同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

四半期報告制度の導入に伴い、連結手続

きの円滑化を目的として、国内連結子会社

のうち、従来、決算日が８月31日であった

㈱マッドハウス他５社の決算日は７月31日

に変更しました。この結果、当連結会計年

度は、平成20年９月１日から平成21年７月

31日までの11ヶ月間となります。但し、そ

のうち㈱インデックス・クロスメディアマ

ーケティングについては、第２四半期連結

会計期間期首より持分法により取り込み、

株式売却により第２四半期連結会計期間末

に連結除外しております。㈱東京テレビラ

ンドについても、株式売却により第２四半

期連結会計期間末に連結除外しておりま

す。現代インデックス㈱については、第４

四半期連結会計期間期首に連結の範囲から

除外しております。

従来、決算日が８月31日であった㈱ダイ

ナモピクチャーズ他５社の決算日は６月30

日に変更しました。この結果、当連結会計

年度は、平成20年９月１日から平成20年６

月30日までの10ヶ月間となります。但し、

そのうち㈱ソーファーストコーポレーショ

ン他２社については、第２四半期連結会計

期間期首より持分法により取り込み、株式

売却により第２四半期連結会計期間に連結

の範囲から除外しております。

従来、決算日が１月31日であった㈱シル

バーアロー・モバイルは、連結財務諸表の

作成に当たって８月31日を仮決算日とした

決算を行なっておりましたが、決算日を７

月31日に変更しました。この結果、当連結

会計年度は、平成20年９月１日から平成21

年７月31日までの11ヶ月間となります。

従来、決算日が３月31日であった㈱ネッ

トインデックス他２社は、連結財務諸表の

作成に当たって６月30日を仮決算日とした

決算を行なっておりましたが、決算日を７

月31日に変更しました。この結果、当連結

会計年度は、平成21年７月１日から平成22

年７月31日までの13ヶ月間となります。

なお、この変更による売上高、営業利

益、経常利益および税金等調整前当期純利

益に与える影響は軽微であります。
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項目
前連結会計年度

（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

従来、決算日が５月31日であった㈱イン

デックス・ライツは、連結財務諸表の作成

に当たって８月31日を仮決算日とした決算

を行なっておりましたが、仮決算日を７月

31日に変更しました。この結果、当連結会

計年度は、平成20年９月１日から平成21年

７月31日までの11ヶ月間となります。但

し、第２四半期連結会計期間中より持分法

により取り込んでおります。

従来、決算日が３月31日であった㈱ネッ

トインデックス他３社は、連結財務諸表の

作成に当たって８月31日を仮決算日とした

決算を行なっておりましたが、仮決算日を

６月30日に変更しました。この結果、当連

結会計年度は、平成20年９月１日から平成

21年６月30日までの10ヶ月間となります。

但し、そのうち㈱テック・インデックスに

ついては、株式売却により第２四半期連結

会計期間末に連結の範囲から除外しており

ます。

従来、決算日が７月31日であった日活㈱

は仮決算日を５月31日に変更しました。こ

の結果、当連結会計年度は、平成20年８月

１日から平成21年５月31日までの10ヶ月間

となります。但し、第３四半期連結会計期

間より持分法により取り込み、更なる株式

売却により第３四半期連結会計期間におい

て連結の範囲から除外しております。

また、海外連結子会社のうち決算日が12

月31日であったThe Mobile Entertainment

Channel Corporationは、連結財務諸表の

作成に当たって８月31日を仮決算日とした

決算を行なっておりましたが、仮決算日を

６月30日に変更しました。この結果、当連

結会計年度は、平成20年９月１日から平成

21年６月30日までの10ヶ月間となります。

但し、第３四半期連結会計期間末に連結の

範囲から除外し、持分法適用の範囲に含め

ておりましたが、清算により第４四半期連

結会計期間期首に持分法適用の範囲から除

外しております。

なお、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、必要な調整を行い連結し

ております。

＿＿＿＿＿
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項目
前連結会計年度

（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法

① 有価証券

a．子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しており

ます。（ただし、持分法適用会社株式を

除く。）

① 有価証券

a．子会社株式及び関連会社株式

同左

b．その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。在

外連結子会社は当該国の会計基準に

基づいた方法を採用しております。

b．その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用し

ております。

なお、金融商品取引法第２条第２

項により有価証券とみなされる投資

事業組合等への出資持分について

は、最近の決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む方法によっ

ております。

時価のないもの

同左

② デリバティブ

時価法

② デリバティブ

同左

③ たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）によっておりま

す。

商品……主に個別原価法又は移動平均

法による原価法

製品……主に移動平均法による原価法

原材料…主に移動平均法による原価法

仕掛品…主に個別原価法

貯蔵品…主に個別原価法又は最終仕入

原価法

③ たな卸資産

同左
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項目
前連結会計年度

（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

(2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を

採用しております。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物（附属設

備を除く）は定額法によっておりま

す。在外連結子会社は当該国の会計基

準の規定に基づいた方法を採用してお

ります。

① 有形固定資産（リース資産を除く）

同左

主な耐用年数

建物及び構築物 ３～31年

機械装置及び運搬具 ２～10年

工具器具備品 ２～20年

主な耐用年数

同左

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（２～５年）に基づく定額法を採用し

ております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

同左

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。

なお、所有権移転外ファイナンス・

リースの取引のうち、リース取引開始

日が平成20年８月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっており

ます。

③ リース資産

同左

(3)重要な繰延資産の処理

方法

株式交付費

支出時に全額費用として処理してお

ります。

株式交付費

同左
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項目
前連結会計年度

（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

(4)重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討して回

収不能見込額を計上しております。

① 貸倒引当金

同左

② 返品調整引当金

一部の連結子会社について、商品の

返品による損失に備えるため、返品損

失見込額のうち当連結会計年度の負担

額を計上しております。

② 返品調整引当金

＿＿＿＿＿

③ 賞与引当金

一部の連結子会社について、従業員

の賞与の支給に備えるため、将来の支

給見込額の当連結会計年度の負担額を

計上しております。

③ 賞与引当金

同左

④ 退職給付引当金

一部の連結子会社について、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異は15年に

よる均等額を費用処理しております。

④ 退職給付引当金

同左

⑤ 役員退職慰労引当金

一部の連結子会社について、役員の

退職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計上しており

ます。

⑤ 役員退職慰労引当金

＿＿＿＿＿

（追加情報）

一部の連結子会社について、役員の退職慰

労金の支払に備えるため、要支給額を役員

退職慰労引当金として計上しておりました

が、当連結会計年度において、役員退職慰

労金を当期既発生分も含めて廃止しまし

た。これに伴い、役員退職慰労引当金を全

額取り崩し、34百万円の特別利益を計上し

ております。

⑥ 係争引当金

一部の連結子会社について、係争に

よる支出に備えるため、当連結会計年

度末における必要見込額を計上してお

ります。

⑥ 係争引当金

同左

⑦ ポイント引当金

一部の連結子会社について、顧客に

付与されたポイントの使用による費用

発生に備えるため、当連結会計年度末

において将来使用されると見込まれる

額を計上しております。

⑦ ポイント引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

＿＿＿＿＿ ⑧ 債務保証損失引当金

将来の債務保証の履行による損失に備える

ため、保証先の資産内容等を勘案し、損失

見込額を計上しております。

（追加情報）

当連結会計年度において、保証先の借入

債務に対する債務保証損失の発生の可能性

が高まったことから、特別損失に債務保証

損失引当金繰入額を180百万円計上し、同

額を流動負債の債務保証損失引当金に計上

しております。

＿＿＿＿＿ ⑨製品保証引当金

一部の連結子会社について、納入後に発

生する補修費用の支出にあてるため、過去

の実績に将来の見込みを加味した見積額を

計上しております。

（追加情報）

販売後の無償修理費用は、従来修理作業

等の発生時の費用として計上しておりまし

たが、当事業年度より過去の実績に将来の

見込を加味した見積額を製品保証引当金と

して計上する方法に変更しております。

この変更は、当該見積が可能になったこ

とから期間損益計算の適正化及び財務体質

の健全化を図る為行ったものであります。

この変更により、製品保証引当金繰入額

80百万円を特別損失に計上しております。

これにより、従来の方法による場合と比

較して、税金等調整前当期純利益は80百万

円減少しています。
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項目
前連結会計年度

（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

(5)重要な収益及び費用の

計上基準

＿＿＿＿＿ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ 当連結会計年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積り

は原価比例法）

ロ その他の工事

工事完成基準

（会計方針の変更）

システム開発及びアニメーション制作等

の大型受注案件に係る収益の計上基準につ

いては、工事完成基準を適用しておりまし

たが、「工事契約に関する会計基準」（企

業会計基準第15号 平成19年12月27日）お

よび「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号 平成

19年12月27日）を、当連結会計年度より適

用し、当連結会計年度に着手したシステム

開発及びアニメーション制作等から、当期

連結会計年度末までの進捗部分について成

果の確実性が認められるシステム開発及び

アニメーション制作等については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他のシステム開発及びアニメ

ーション制作等については工事完成基準を

適用しております。

これにより、売上高が256百万円、売上

総利益、営業利益、経常利益、税金等調整

前当期純利益は45百万それぞれ増加してお

ります。

(6)重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在

外連結子会社の資産及び負債は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換

算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上

しております。

同左

(7)その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては全面時価評価法を採用しております。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれん及び負ののれんの償却について

は、投資効果の発現すると見積もられる期

間で償却しております。ただし、金額が少

額の場合は、発生年度で全額償却しており

ます。

同左
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項目
前連結会計年度

（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

同左

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

（たな卸資産）

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従

来、主として総平均法による原価法によっておりました

が、当連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計

基準」(企業会計基準第9号 平成18年7月5日)が適用され

たことに伴い、主として個別原価法又は移動平均法によ

る原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法)により算定しております。なお、こ

れにより従来の方法によった場合に比べて、営業利益が

82百万円減少し、経常損失が同額増加し、税金等調整前

当期純損失が361百万円増加しております。

(リース取引に関する会計基準)

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会

計基準第13号(平成5年6月17日(企業会計審議会第一部

会)、平成19年3月30日改正))及び「リース取引に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16号(平

成6年1月18日)日本公認会計士協会 会計制度委員会)、

平成19年3月30日改正))を当連結会計年度から適用し、通

常の売買取引に係る会計処理によっております。なお、

リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引続き通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用して

おります。また、所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産の減価償却の方法については、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。この変更が損益に与える影響は軽微で

あります。

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い）

当連結会計年度より「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告

第18号 平成18年5月17日)を適用し、連結決算上必要な

修正を行っております。この結果、従来の方法によった

場合に比べて、当連結会計年度期首の利益剰余金が

15,139百万円減少しております。

工事契約に関する会計基準の適用

システム開発及びアニメーション制作等の大型受注案件

に係る収益の計上基準については、工事完成基準を適用し

ておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会

計基準第15号 平成19年12月27日）および「工事契約に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号

平成19年12月27日）を、当連結会計年度より適用し、当連

結会計年度に着手したシステム開発及びアニメーション制

作等から、当期連結会計年度末までの進捗部分について成

果の確実性が認められるシステム開発及びアニメーション

制作等については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）を、その他のシステム開発及びアニメーショ

ン制作等については工事完成基準を適用しております。

これにより、売上高が256百万円、売上総利益、営業利

益、経常利益、税金等調整前当期純利益は45百万それぞれ

増加しております。
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

（連結貸借対照表）

１．「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内

閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年

度において「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、

前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び

製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ

4,097百万円、6,193百万円、491百万円であります。

２．前連結会計年度において、流動資産の「その他」に含

めて表示しておりました「短期貸付金」は、当連結会計

年度において、資産の総額の100分の５を超えたため区

分掲記しました。なお、前連結会計年度末の「短期貸付

金」は5,454百万円であります。

３．前連結会計年度において、固定資産の「その他」に含

めて表示しておりました「敷金及び保証金」は、当連結

会計年度において、資産の総額の100分の５を超えたた

め区分掲記しました。なお、前連結会計年度末の「敷金

及び保証金」は5,222百万円であります。

（連結損益計算書）

１．前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に

含めて表示しておりました「投資有価証券売却損」は営

業外費用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計

年度より、区分掲記することといたしました。

なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」に含ま

れている「投資有価証券売却損」は871百万円でありま

す。

２．前連結会計年度まで区分掲記しておりました、営業外

費用の「貸倒引当金繰入額」（当連結会計年度は860百

万円）は、営業外費用の総額の100分の10以下となった

ため、営業外費用の「その他」に含めて表示することと

いたしました。

３．前連結会計年度において、特別利益の「その他」に含

めて表示しておりました「貸倒引当金戻入益」は、特別

利益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度

より、区分掲記することといたしました。

なお、前連結会計年度の特別利益の「その他」に含まれ

ている「貸倒引当金戻入益」は28百万円であります。

４．前連結会計年度において、「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示しておりました「法人税等還付税額」

は、重要性が増したため、当連結会計年度区分掲記する

ことといたしました。

なお、前連結会計年度の「法人税、住民税及び事業税」

に含まれている「法人税等還付税額」は55百万円であり

ます。

（連結貸借対照表）

＿＿＿＿＿＿＿

（連結損益計算書）

１．前連結会計年度において、営業外費用の「その他」

に含めて表示しておりました「資金調達費用」は営業

外費用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年

度より、区分掲記することといたしました。

なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」に

含まれている「資金調達費用」は 百万円でありま

す。

638

（連結キャッシュ・フロー計算書）

＿＿＿＿＿＿

（連結キャッシュ・フロー計算書）

＿＿＿＿＿＿
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連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、リース取引、金

融商品、関連当事者情報、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション等、企

業結合等、賃貸等不動産に関する注記事項につきましては、決算発表時における開示の必要性が大きくないと考

えられるため、開示を省略しております。

前連結会計年度（自 平成20年９月１日 至 平成21年８月31日）

（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。

２．各区分に属する主な事業内容

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,422百万円であり、その主なも

のは当社の管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は16,282百万円であり、その主なものは、当社で

の余資運用（現金及び預金）、長期投資（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

追加情報

前連結会計年度
（自 平成19年９月１日
至 平成20年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

────── ──────

注記情報

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

モバイル＆ソリ
ューション事業

（百万円）

エンタテイメン
ト事業

（百万円）

コマース＆出版
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する

売上高
28,510 33,958 11,787 74,256 － 74,256

(2)セグメント間の内

部売上高又は振替高
319 1 2 323 (△323) －

計 28,830 33,960 11,790 74,580 (△323) 74,256

営業費用 25,666 33,299 11,643 70,609 983 71,592

営業利益 3,163 660 146 3,971 (△1,306) 2,664

Ⅱ 資産、減価償却費、

減損損失及び資本的支

出

資産 18,388 22,385 531 41,305 15,377 56,682

減価償却費 709 2,083 93 2,885 49 2,935

減損損失 1,303 1,733 236 3,272 124 3,396

資本的支出 1,658 1,409 37 3,104 1 3,106

事業区分 事業内容

モバイル＆ソリューショ

ン事業

インターネットへ接続可能な携帯電話（携帯IP接続端末）などへのコンテンツの

企画・開発・配信及び顧客企業向けのシステム受託開発、端末製造、IT事業投資

などのソリューション提供

エンタテイメント事業 アニメ、ゲーム、映画等のコンテンツの著作権の取得並びに企画、製作及び流通

コマース＆出版事業
書籍、雑誌等の編集、出版及び同媒体と連動した通販事業（モバイル、ネットTV

等マルチプラットフォーム展開）、バーチャル/リアルの店舗運営
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当連結会計年度（自 平成21年９月１日 至 平成22年８月31日）

（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。

２．前連結会計年度において、コマース＆出版事業セグメントに属していた全ての連結子会社を連結の範囲から

除外しているため、当連結会計年度より当該セグメントについての記載事項はありません。

３．各区分に属する主な事業内容

４．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,304百万円であり、その主なも

のは当社の管理部門に係る費用であります。

５．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は12,788百万円であり、その主なものは、当社で

の余資運用（現金及び預金）、長期投資（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

モバイル＆ソリ
ューション事業

（百万円）

エンタテイメン
ト事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する

売上高
15,107 19,627 34,735 － 34,735

(2)セグメント間の内

部売上高又は振替高
368 125 494 (△494) －

計 15,475 19,753 35,229 (△494) 34,735

営業費用 12,776 18,498 31,274 689 31,963

営業利益 2,699 1,255 3,954 (△1,183) 2,771

Ⅱ 資産、減価償却費、

減損損失及び資本的支

出

資産 16,136 13,950 30,087 10,255 40,342

減価償却費 812 821 1,633 25 1,659

減損損失 381 403 784 － 784

資本的支出 1,820 1,346 3,166 13 3,180

事業区分 事業内容

モバイル＆ソリューショ

ン事業

インターネットへ接続可能な携帯電話（携帯IP接続端末）などへのコンテンツの

企画・開発・配信及び顧客企業向けのシステム受託開発、端末製造、IT事業投資

などのソリューション提供

エンタテイメント事業 アニメ、ゲーム、映画等のコンテンツの著作権の取得並びに企画、製作及び流通
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前連結会計年度（自 平成20年９月１日 至 平成21年８月31日）

（注）１．国又は地域は、地理的近接度によって区分しております。

２．日本以外の区分に属する国又は地域は以下のとおりであります。

北米・・・・・・カナダ、アメリカ

欧州・・・・・・フランス、イギリス、ドイツ、ルクセンブルグ他

アジア・・・・・タイ、シンガポール、中国他

その他・・・・・オーストラリア

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,422百万円であり、その主なも

のは当社の管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は16,282百万円であり、その主なものは、当社で

の余資運用（現金及び預金）、長期投資（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

当連結会計年度（自 平成21年９月１日 至 平成22年８月31日）

（注）１．国又は地域は、地理的近接度によって区分しております。

２．日本以外の区分に属する国又は地域は以下のとおりであります。

北米・・・・・・アメリカ

欧州・・・・・・フランス、イギリス、ルクセンブルグ他

アジア・・・・・タイ

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,304百万円であり、その主なも

のは当社の管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は12,788百万円であり、その主なものは、当社で

の余資運用（現金及び預金）、長期投資（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

ｂ．所在地別セグメント情報

日本
（百万円）

北米
（百万円）

欧州
（百万円）

アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対す

る売上高
58,176 2,690 11,851 1,533 3 74,256 － 74,256

(2)セグメント間の

内部売上高又は振

替高

83 42 － － － 125 (△125) －

計 58,260 2,732 11,851 1,533 3 74,382 (△125) 74,256

営業費用 54,044 2,837 11,961 1,445 3 70,292 1,300 71,592

営業利益又は営業

損失（△）
4,215 △104 △109 88 0 4,090 (△1,426) 2,664

Ⅱ 資産 33,216 1,284 6,463 － － 40,964 15,717 56,682

日本
（百万円）

北米
（百万円）

欧州
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対す

る売上高
27,140 3,299 4,214 81 34,735 － 34,735

(2)セグメント間の

内部売上高又は振

替高

250 － － － 250 (△250) －

計 27,390 3,299 4,214 81 34,985 (△250) 34,735

営業費用 25,135 2,861 4,131 97 32,225 △261 31,963

営業利益又は営業

損失（△）
2,254 437 83 △15 2,759 11 2,771

Ⅱ 資産 27,310 1,961 2,605 527 32,406 7,936 40,342
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前連結会計年度（自 平成20年９月１日 至 平成21年８月31日）

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域は以下のとおりであります。

欧州・・・・・・フランス、イギリス、ルクセンブルク他

その他・・・・・アメリカ、タイ、韓国、中国、シンガポール、オーストラリア他

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当連結会計年度（自 平成21年９月１日 至 平成22年８月31日）

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域は以下のとおりであります。

欧州・・・・・・フランス、イギリス、ロシア、ルクセンブルク他

その他・・・・・アメリカ、韓国、シンガポール、マレーシア、中国、サウジアラビア他

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

（注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

ｃ．海外売上高

欧州 その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 12,158 7,316 19,474

Ⅱ 連結売上高（百万円） 74,256

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％）
16.37 9.85 26.23

欧州 その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,984 4,875 6,859

Ⅱ 連結売上高（百万円） 34,735

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％）
5.71 14.04 19.75

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

１株当たり純資産額 円 銭3,081 55

１株当たり当期純損失金額 円 銭5,078 80

１株当たり純資産額 円 銭1,362 5

１株当たり当期純損失金額 円 銭2,049 36

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しておらず、また１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。

前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

当期純損失（百万円） 14,383 7,376

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失（百万円） 14,383 7,376

期中平均株式数（株） 2,832,020 3,599,535
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

１．当社連結子会社の株式会社アトラスは、平成21年９

月17日開催の臨時取締役会において、平成21年12月１日

（予定）を効力発生日としてアミューズメント施設関連

事業を会社分割（新設分割）により新たに設立される会

社へ承継させた上で、当該会社の株式を中小企業レジャ

ー機構株式会社に譲渡することを決議いたしました。そ

の概要は次のとおりであります。

（１） 会社分割、株式譲渡の理由

当社グループは、平成20年９月に策定した中期

経営計画のもと、平成23年７月期までにアミュー

ズメント関連資産を圧縮し、家庭用ゲーム関連事

業に経営資源を集中させ、当分野に積極投資を行

うことにより、資産効率を重視した経営スタイル

へと大幅な業態転換を図ることを目指しておりま

す。当社グループといたしましては、昨年秋以降

の急速な景気の減退と個人消費の落ち込み等、昨

今の事業環境を鑑み、早期に家庭用ゲーム関連事

業へ経営資源を集中させるべく、アミューズメン

ト関連事業を分社化し同株式を中小企業レジャー

機構株式会社へ譲渡することといたしました。

（２） 会社分割する事業内容、規模

事業内容：アミューズメント施設の開発・運営

事業規模：当事業年度売上高87億88百万円

（３） 会社分割の形態

当社連結子会社を分割会社とし、新たに設立する

会社を承継会社とする新設分割

（４） 会社分割に係る承継会社の名称、当該会社の資産・

負債の額、従業員数等

名称：株式会社NEWS

資産、負債の額：資産52億11百万円

負債６億15百万円

（平成21年12月１日見込み）

従業員数：104名（予定）

（５） 会社分割の時期

平成21年12月１日（予定）

（６） 株式譲渡を行う相手会社の名称

中小企業レジャー機構株式会社

（７） 株式譲渡の内容

譲渡株式数：新設分割設立会社の発行済株式数

（200株）のうち86.0％（172株）

譲渡価額：44億72百万円

（８） 株式譲渡の時期

平成21年12月１日（予定）

１．当社は、平成22年８月30日開催の当社取締役会にお

いて、当社の連結子会社である株式会社インデックス

（以下、「インデックス」といいます。）および当社の

100％子会社である株式会社アトラス（以下、「アトラ

ス」といいます。）の２社を吸収合併（以下、「本件合

併」といいます。）することを決議いたしました。その

概要は次のとおりであります。

（１）合併の目的

当社は、グループ全体の競争力・成長力、および

経営管理体制の強化を図るため、平成18年６月に新

設分割による会社分割を行い、グループ経営機能と

事業執行機能を明確に分離する持株会社体制に移行

し、機動的なグループ経営実現のため、事業ユニッ

ト制を導入してグループ会社を事業分野に応じたセ

グメントに分類し、純粋持株会社として戦略的マネ

ジメントを実施してまいりました。

当該会社分割により、事業執行機能を継承したイ

ンデックスは、創業期より当社グループの中心事業

であるモバイル事業の中核会社として、現在におい

てもモバイル関連事業を中心に展開しております。

一方で、当社は、当社グループのエンタテイメン

ト事業の中核とすることを目的に、当時家庭用ゲー

ム関連事業・業務用ゲーム関連事業・アミューズメ

ント施設関連事業等を展開していたアトラスを平成

18年10月に実施した公開買付により、連結子会社と

いたしました。アトラスは、当社グループにおける

ゲーム事業の中核会社として、家庭用ゲーム関連事

業を中心に展開しております。

しかしながら、近年の当社グループは、グループ

再編を経営課題の１つとして、重点事業分野を明確

化し、ノンコア事業の整理および売却に努めてまい

りました。現在の当社のグループ再編は、ノンコア

事業の整理および売却という段階を終え、グループ

の企業価値の最大化を図るべく、コア事業へ経営資

源を集中する段階にあります。

また、連結子会社数は、持株会社体制移行時と比

較して約44％減少しており、当社による経営管理方

法につきましても事業ユニット制を廃止し、持株会

社体制移行時とは異なった経営管理方法への転換を

進めており、その一環として、グループ管理機能の

統合や株式交換によるアトラスの100％子会社化等、

戦略的マネジメントのみならず、執行機能の共有や

管理コストの圧縮を図ることで、グループ経営資源

の有効活用を目指しております。
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前連結会計年度
（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

これら理由により、現在の当社グループは、純粋持

株会社による経営管理ではなく、事業分野を保持し

つつ、グループの中心としてグループ全体のシナジ

ー効果を高め、グループ価値の最大化を図ることが

可能な事業持株会社としての経営管理方法が適切で

あると判断いたしました。事業持株会社による経営

管理により、グループ経営基盤の強化、意思決定の

迅速化、グループ経営資源の集中的な有効活用、コ

スト適正化による収益構造の改善および間接部門の

集約化による経営効率の向上等を図ることを目的と

しております。

（２）合併の要旨

合併の日程

①合併承認取締役会（当社、インデックス、アトラ

ス）：平成22年８月30日

②合併契約締結日：平成22年８月30日

③合併の時期：平成22年10月１日

（注）本件合併は、当社におきましては会社法第796

条第３項に規定する簡易吸収合併であり、インデッ

クスおよびアトラスにおきましてはそれぞれ会社法

第784条第１項に規定する略式吸収合併であるため、

いずれも株主総会の決議による承認を受けることな

く行っております。

（３）合併の方法

当社を吸収合併存続会社、インデックスおよびアト

ラスを吸収合併消滅会社とする吸収合併方式であ

り、インデックスおよびアトラスは解散いたしま

す。

（４）合併に係る割当ての内容

①株主の割当比率

インデックスの普通株式１株に対して、当社の普通

株式940株を割当て交付いたします。ただし、インデ

ックスの発行済株式2,530株のうち、当社が所有する

2,424株につきましては、本件合併に係る株式の割当

ては行いません。なお、アトラスは、当社の100％子

会社であるため、本件合併による株式その他金銭等

の割当てはありません。

②合併により発行する新株式数等

当社普通株式99,640株

（５）合併比率の算定根拠等

当社は、インデックスの株主に対する当社株式の割

当比率の算定にあたり、独立第三者の算定機関に割

当比率の算定を依頼し、算定結果の報告を受けまし

た。かかる算定の結果を参考に、当社およびインデ

ックスは両社で慎重に協議を行った結果、最終的に

上記の比率とすることを決定いたしました。

（６）消滅会社の新株予約権および

新株予約権付社債に関する取扱い

インデックスおよびアトラスは、いずれも新株予約

権および新株予約権付社債を発行しておりません。
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前連結会計年度
（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

（７）合併当事会社の概要

（存続会社）

会社名 株式会社インデックス・ホールディン

グス

事業内容 持株会社

設立年月日 平成７年９月１日

本店所在地 東京都世田谷区太子堂四丁目１番１号

代表者の

役職氏名

代表取締役会長兼社長 落合正美

資本金の額 39,379 百万円

発行済株式数 3,830,364 株

（平成22年５月31日現在）

純資産 17,243 百万円（連結）

（平成21年８月31日現在）

総資産 56,682 百万円（連結）

（平成21年８月31日現在）

事業年度の末日 ８月31日

大株主および

持株比率

(平成22年５月31

日現在)

株式会社落合アソシエイツ22.94％

落合正美9.13％

株式会社タカラトミー4.06％

日本振興銀行株式会社3.75％

ＮＩＳグループ株式会社3.75％
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前連結会計年度
（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

（消滅会社）

（合併後の状況）

（注）平成22年11月下旬に開催予定の定時株主総

会において、商号を株式会インデックスに変更す

る定款一部変更案を付議する予定であります。

会社名 株式会社インデックス 株式会社アトラス

事業内容 モバイル関連事業 家庭用ゲーム関連事業

設立年月日 平成18年６月１日 昭和61年４月７日

本店所在地 東京都世田谷区太子堂四丁目

１番１号

東京都世田谷区太子堂四丁目

１番１号

代表者の役職氏名 代表取締役会長落合善美

代表取締役社長渡辺和俊

代表取締役社長猪狩茂

代表取締役副社長落合善美

資本金の額 1,350 百万円 8,450 百万円

発行済株式数 2,530 株（平成22年７月31日

現在）

13,387,453 株（平成22年７

月31日現在）

純資産 6,744 百万円（平成21年７月

31日現在）

8,980 百万円（連結）（平成

21年７月31日現在）

総資産 12,786 百万円（平成21年７

月31日現在）

13,967 百万円（連結）（平

成21年７月31日現在）

事業年度の末日 ７月31日 ７月31日

大株主および

持株比率

株式会社インデックス・ホー

ルディングス95.81％

株式会社テーオーシー4.19％

株式会社インデックス・ホー

ルディングス100％

会社名 株式会社インデックス・ホールディング

ス（注）

事業内容 持株会社、モバイル関連事業、

家庭用ゲーム関連事業

本店所在地 東京都世田谷区太子堂四丁目１番１号

代表者の役職氏名 代表取締役会長兼社長落合正美

資本金の額 39,379 百万円

事業年度の末日 ８月31 日
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前連結会計年度
（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

２．当社連結子会社の株式会社アトラスは、平成21年10

月29日開催の取締役会において、株式会社ゴンゾロッソ

の株式を取得し、子会社化することを決議いたしまし

た。その概要は次のとおりであります。

（１）株式取得の理由

当社は平成20年9月に策定した中期経営計画のも

と、平成23年7月期までにアミューズメント関連資産

を圧縮し、コンテンツ関連分野に積極投資を行うこと

により、資産効率を重視した経営スタイルと大幅な業

態転換を図ることを目指して、着実に取り組みを進め

てまいりました。

その結果として、平成21年3月末をもって業務用ゲ

ーム関連事業を廃止し、さらには、平成21年12月1日

を効力発生日として、アミューズメント施設関連事業

を分社化（新設分割）し、同日付けで新設会社株式の

86％を譲渡する予定であります。従って、アミューズ

メント関連資産については、ほぼ資産圧縮が完了する

計画となっております。

一方、コンテンツ関連分野におきましては、家庭用

ゲーム関連事業が事業の柱となっており、当事業で

は、家庭用ゲームソフトの企画・開発・製造・販売お

よびオンラインゲームの運営、ライセンス事業等を行

っております。当分野においては、着実に成長を遂げ

ており、今後も成長可能性の高い分野であるため、経

営資源の再配分を進めております。

その中でも、オンラインゲームの運営につきまして

は、連結子会社である株式会社シーアンドシーメディ

アが国内市場の運営を積極的に取り組んでおり、北米

市場はAtlus U.S.A.,Inc.にて運営を行っておりま

す。

今後オンラインゲーム市場のさらなる開拓と地域的

拡大を図るべく、国内の運営事業と、当社が未開拓で

あり成長可能性の高いアジア圏の展開を進めている、

株式会社ゴンゾロッソの株式を取得し、子会社化する

ことにより、当社グループとしてさらなる成長が見込

めることとなります。

（２） 異動の方法

平成21年10月30日付で株式会社ゴンゾロッソの発行

済み株式の54.6％を中小企業サービス機構株式会社よ

り取得します。これにより、株式会社ゴンゾロッソ

は、当社の連結子会社となります。株式取得資金につ

きましては、自己資金にて予定しております。

２．当社子会社である株式会社ネットインデックス（以

下「ネットインデックス」といいます。）は、平成22年

８月12日開催の同社取締役会において、同社を吸収合併

存続会社、同社子会社であり当社の連結子会社である株

式会社ネットインデックス・イー・エス（以下「イー・

エス」といいます。）および株式会社ネットモバイル

（以下「ネットモバイル」といいます。）をそれぞれ吸

収合併消滅会社とする吸収合併を行うことを決議いたし

ました。その概要は次のとおりであります。なお、本合

併は、当社連結子会社間の合併であるため、当社の連結

業績に与える影響は軽微であります。

（１） 合併の目的

イー・エスは、当社のデジタルネットワーク事業にお

いて、回線切替装置などの製造開発販売を行い、当社

の開発も受託しております。ネットモバイルは、音

声・データ通信カードなどの端末開発を行っておりま

す。しかし、ネットモバイルにおいては、今期より特

定主要取引先との取引契約が満了するとともにその他

の取引も減少したことにより、事業の休止状態が続い

ておりました。

また、当社グループが属する情報通信関連市場におき

ましては、成熟期を迎えるなか、各通信事業者におい

ての携帯電話端末の多様な販売方法が導入、お客様獲

得に向けたサービスの向上などにおいても、競争や差

別化が一段と激しさを増しております。

これまで当社グループは、当社と子会社2 社におい

て、各ニーズに応えるべく各社の特化した技術および

特色をグループ会社として事業展開する戦略を図って

おりました。

しかし、昨今上述のように競争や差別化が一段と激し

さを増している市場において、子会社2 社を統合する

ことにより、各ニーズに対して一括して対応できる基

盤を有する体制を構築すること、および経営資源の融

合によるシナジー効果を発揮させるとともに、経営の

効率化を図り、一層の事業拡大と利益率の向上を図る

ことを目指し、この度、合併の基本合意を決議いたし

ました。

（２）合併の要旨

合併の日程

①合併承認取締役会：2010年８月12日

②合併承認取締役会：2010年９月17日

③合併契約締結日：2010年９月17日

④合併の時期（予定）：2010年11月1日
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前連結会計年度
（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

（３） 異動する子会社（株式会社ゴンゾロッソ）の概要

① 商号：株式会社ゴンゾロッソ

② 本店所在地：東京都新宿区神楽坂四丁目8番地

③ 代表者の役職・氏名：代表取締役会長兼社長

後藤 文明

④ 事業内容：１．配信事業

オンラインゲーム・モバイルエン

タテインメントの企画運営

２．ライセンス事業

オンラインゲーム、アニメーショ

ン、キャラクターゲームの版権管

理および国内外へのライセンス

３．その他事業

WEBデザイン・映像などの企画制作

⑤ 資本金の額：862百万円

⑥ 設立年月日：昭和38年3月25日

⑦ 大株主及び持株比率：

中小企業サービス機構株式会社 54.6％

株式会社タカラトミー 14.0％

SMBCキャピタル8号投資事業有限責任組合

8.3％

⑧ 上場会社と当該会社との関係等：

資本関係 該当事項はありません。

人的関係
当該会社代表取締役会長兼社長
後藤文明氏が当社取締役に就任し
ております。

取引関係
当社が賃借している本社事務所の
一部を当該会社へ転貸する転貸契
約を締結しております。

関連当事者への

該当状況
該当事項はありません。

（３）合併の方法

当社を存続会社とする吸収合併方式で、子会社2社は

解散します。なお、本合併は、当社においては会社法

796 条第3 項の規定（簡易合併）により、株式会社ネ

ットインデックス・イー・エス、および株式会社ネッ

トモバイルにおいては会社法784 条第1 項の規定（略

式合併）により、それぞれ合併承認株主総会は開催い

たしません。

（４）合併に係わる割当ての内容

当社完全子会社との合併であるため、本合併による新

株式の発行及び合併交付金の支払は行いません。

（５）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関す

る取扱

子会社２社は新株予約権及び新株予約権付社債を発行

しておりません。
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前連結会計年度
（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

⑨ 当該会社の最近3年間の経営成績及び財政状態：

（単位：百万円）

※平成21年8月期は5カ月の変則決算

（４） 株式取得の相手先の概要

① 商号：中小企業サービス機構株式会社

② 本店所在地：東京都千代田区飯田橋一丁目3番7号

③ 代表者の役職・氏名：代表取締役 木村 弘司

④ 事業内容：事業への投資、有価証券の取得・保有

・運用等

⑤ 資本金の額：270百万円

⑥ 設立年月日：平成20年12月12日

⑦ 純資産：740百万円（平成21年9月末現在）

⑧ 総資産：11,403百万円（平成21年9月末現在）

⑨ 大株主及び持株比率：

中小企業不動産機構株式会社

中小企業信販機構株式会社

⑩ 上場会社と当該会社の関係等：

（５） 取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式

状況

平成20年

3月期

平成21年

3月期

平成21年

8月期

純資産 536 1,704 91

総資産 1,461 2,212 995

1株当たり純資産(円) 6,409 20,391 1,084

売上高 1,635 2,302 663

営業利益 30 18 △276

経常利益 36 21 △268

当期純利益 6 21 △1,605

1株当たり当期純利益

(円)

74 252 △19,206

1株当たり配当金(円) － － －

資本関係 該当事項はありません。

人的関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

関連当事者への

該当状況
該当事項はありません。

①異動前の所有株式数

ー株

（議決権の数：ー個）

（所有割合：ー％）

②取得株式数

45,603株

（議決権の数：45,603個）

（取得価額：460百万円）

③異動後の所有株式数

45,603株

（議決権の数：45,603個）

（所有割合：54.6％）

（６）合併当事会社の概要（2010年3月31日現在）

（存続会社）

会社名 株式会社ネットインデックス

事業内容 モバイル＆ワイヤレス事業

PHS,携帯等モバイル通信機器の開発及

び販売

無線を利用したワイヤレス通信機器の

開発及び販売

デジタルホームネットワーク事業

PLC モデムの開発及び販売

回線切替装置及び交換回線モデムの開

発及び販売

システム＆サービス事業

保守サービス

設立年月日 昭和59年4月

本店所在地 東京都中央区京橋2丁目13番10号

代表者の

役職氏名

代表取締役社長 田中 芳邦

資本金の額 974百万

発行済株式数 36,582株

純資産 1,519百万円

総資産 2,705百万円

事業年度の末日 7月31日

大株主および持

株比率

(平成22年５月31

日現在)

株式会社インデックス・ホールディン

グス 80.47％

エフェットホールディングス株式会

社 4.01％
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前連結会計年度
（自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日）

当連結会計年度
（自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日）

④取得価額の算定根拠：上記の取得価格は、その公平

性と妥当性を期するため、独立した第三者機関であ

る、株式会社コーポレート・アドバイザーズ・アカ

ウンティング及びアイ・アール・ビー株式会社に助

言を求めました。株式会社コーポレート・アドバイ

ザーズ・アカウンティング及びアイ・アール・ビー

株式会社は、公表資料及び当社から提出された諸資

料等に基づき、一般に企業価値評価を行う上で公

正・妥当な手法を検討し、DCF法を用いて価値評価算

定を行い、当該事業の公正な評価額は1,323百万円

（1株あたりの価値に換算して15,828円）が適正とす

る評価結果が得られました。また、当社の取締役で

ある後藤文明氏は、当該会社の代表取締役会長兼社

長であることから、特別利害関係人として本件決議

には参加しておりません。

（６） 日程

取締役会決議：平成21年10月29日

引渡期日：平成21年10月30日

（消滅会社）

（７）合併後の状況

商号、事業内容、代表者、資本金及び決算期につ

きましては、変更はございません。

本店所在地につきましては、合併により移転予定

です。

①新本社所在地（予定）：岩手県花巻市椚ノ目2-

32-1

②移転日（予定）：平成22年11月1日

③移転理由：合併及び経費の削減、経営効率の向

上を図るため。

④今後の日程：定時株主総会決議 平成22年10月

29日（予定）

（８）今後の見通し

子会社2 社は当社の連結子会社であり、当社の決

算は連結決算を行なっておりましたが、

本合併により単体決算となります。また、本合併

による業績への影響は軽微と考えております。

会社名 株式会社ネットインデック

ス・イー・エス

株式会社ネットモバイル

事業内容 電気通信機械器具装置およ

び付属設備器具の開発製造

販売、設置工事など

音声・データ・画像通信用

の機器、ソフトウェア

のマーケティングなど

設立年月日 平成17年9月 平成17年9月

本店所在地 東京都中央区京橋2丁目13

番10号

東京都中央区京橋2丁目13

番10号

代表者の

役職氏名

代表取締役 伊香 佳政 代表取締役 平戸 明

資本金の額 200百万 100百万

発行済株式数 4,000株 2,000株

純資産 345百万円 47百万円

総資産 498百万円 48百万円

事業年度の末

日

7月31日 7月31日

大株主および

持株比率

株式会社ネットインデック

ス 100％

株式会社ネットインデック

ス 100％
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５．個別財務諸表
（１）貸借対照表

（単位：百万円）

前事業年度
(平成21年８月31日)

当事業年度
(平成22年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 862 1,075
貯蔵品 0 1
前払費用 113 120
未収入金 1,284 593
短期貸付金 3,476 1,284
関係会社短期貸付金 1,930 1,076
その他 292 81
貸倒引当金 △2,891 △382

流動資産合計 5,069 3,851

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 16 23
工具、器具及び備品（純額） 4 4

有形固定資産合計 21 27

無形固定資産

ソフトウエア 47 31
電話加入権 1 1
商標権 19 16

その他 12 －

無形固定資産合計 80 49

投資その他の資産

投資有価証券 13,435 9,393
関係会社株式 17,556 21,630
長期貸付金 8,542 9,710
関係会社長期貸付金 1,351 3,627
敷金及び保証金 168 191
ゴルフ会員権 1 1
長期未収入金 911 947
その他 170 105

貸倒引当金 △11,739 △16,032

投資その他の資産合計 30,397 29,574

固定資産合計 30,500 29,650

資産合計 35,569 33,502
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成21年８月31日)

当事業年度
(平成22年８月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 20,001 23,471
未払金 493 2,181
未払費用 7 4
未払法人税等 3 36
預り金 － 7
その他 47 266

流動負債合計 20,554 25,967

負債合計 20,554 25,967

純資産の部

株主資本

資本金 39,379 39,379
資本剰余金

資本準備金 12,325 15,736
その他資本剰余金 21,164 21,011

資本剰余金合計 33,490 36,747

利益剰余金

利益準備金 2 2
その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △61,548 △70,296

利益剰余金合計 △61,546 △70,294

自己株式 △236 －

株主資本合計 11,086 5,832

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,929 1,701

評価・換算差額等合計 3,929 1,701

純資産合計 15,015 7,534

負債純資産合計 35,569 33,502
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（２）損益計算書

（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当事業年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

営業収益 236 823
営業原価 － 110
営業費用

役員報酬 87 47
給与手当 353 429
外部委託費 242 212
支払手数料 109 96
減価償却費 6 4
顧問料 84 73
租税公課 96 －

その他 340 320

営業費用合計 1,319 1,184

営業損失（△） △1,083 △470

営業外収益

受取利息 304 278
有価証券利息 52 －

受取配当金 167 99
投資有価証券売却益 493 535
貸倒引当金戻入額 － 1,394
その他 100 455

営業外収益合計 1,118 2,763

営業外費用

支払利息 1,289 944
株式交付費 15 －

為替差損 743 84
投資有価証券売却損 1,920 33
投資有価証券評価損 3,282 541
貸倒引当金繰入額 － 1,090
その他 1,484 357

営業外費用合計 8,735 3,052

経常利益又は経常損失（△） △8,701 △759

特別利益

関係会社株式売却益 372 129
貸倒引当金戻入額 696 －

その他 10 37

特別利益合計 1,080 166
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（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当事業年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

特別損失

関係会社株式売却損 2,117 －

関係会社株式評価損 11,145 2,348
投資有価証券評価損 － 1,461
貸倒引当金繰入額 2,468 3,506
その他 1,221 827

特別損失合計 16,951 8,144

税引前当期純損失（△） △24,572 △8,737

法人税、住民税及び事業税 114 10
法人税等還付税額 △101 －

法人税等合計 12 10

当期純損失（△） △24,585 △8,747
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（３）株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当事業年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 37,338 39,379
当期変動額

新株の発行 2,040 －

当期変動額合計 2,040 －

当期末残高 39,379 39,379

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 10,285 12,325
当期変動額

新株の発行 2,040 －

株式交換による増加 － 3,410

当期変動額合計 2,040 3,410

当期末残高 12,325 15,736

その他資本剰余金

前期末残高 21,164 21,164
当期変動額

株式交換による増加 － △153

当期変動額合計 － △153

当期末残高 21,164 21,011

資本剰余金合計

前期末残高 31,449 33,490
当期変動額

新株の発行 2,040 －

株式交換による増加 － 3,257

当期変動額合計 2,040 3,257

当期末残高 33,490 36,747

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 2 2
当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2 2

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △36,962 △61,548

当期変動額

当期純損失（△） △24,585 △8,747

当期変動額合計 △24,585 △8,747
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（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当事業年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

当期末残高 △61,548 △70,296

利益剰余金合計

前期末残高 △36,960 △61,546

当期変動額

当期純損失（△） △24,585 △8,747

当期変動額合計 △24,585 △8,747

当期末残高 △61,546 △70,294

自己株式

前期末残高 △236 △236

当期変動額

自己株式の処分 － 236

当期変動額合計 － 236

当期末残高 △236 －

株主資本合計

前期末残高 31,590 11,086
当期変動額

新株の発行 4,081 －

株式交換による増加 － 3,257
当期純損失（△） △24,585 △8,747

自己株式の処分 － 236

当期変動額合計 △20,504 △5,253

当期末残高 11,086 5,832

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △406 3,929
当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,335 △2,227

当期変動額合計 4,335 △2,227

当期末残高 3,929 1,701

評価・換算差額等合計

前期末残高 △406 3,929
当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,335 △2,227

当期変動額合計 4,335 △2,227

当期末残高 3,929 1,701
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（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当事業年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

純資産合計

前期末残高 31,184 15,015
当期変動額

新株の発行 4,081 －

株式交換による増加 － 3,257
当期純損失（△） △24,585 △8,747

自己株式の処分 － 236

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,335 △2,227

当期変動額合計 △16,168 △7,481

当期末残高 15,015 7,534
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該当事項はありません。

（1）役員の異動

役員の異動につきましては開示内容が定まり次第、別途開示いたします。

継続企業の前提に関する注記

６．その他
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